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鎌田  昭良 

　
県
民
の
皆
様
、
こ
ん
に
ち

は
。
今
回
の
人
事
異
動
で
沖

縄
防
衛
局
の
局
長
を
拝
命
致

し
ま
し
た
鎌
田
で
す
。 

　
９
月
１
日
の
防
衛
省
全
体

の
大
き
な
組
織
改
編
の
中
で
、

防
衛
施
設
庁
が
廃
止
さ
れ
、
那
覇
防
衛
施
設
局
も
沖
縄
防

衛
局
に
変
わ
り
ま
し
た
。
今
回
の
組
織
改
編
は
、
防
衛
施

設
行
政
を
防
衛
政
策
全
般
と
結
び
つ
け
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

防
衛
行
政
を
よ
り
一
体
的
に
進
め
る
こ
と
を
目
的
と
し
た

も
の
だ
と
思
い
ま
す
。
こ
の
目
的
達
成
の
た
め
に
は
、
私

を
含
め
た
防
衛
省
職
員
全
体
の
不
断
の
努
力
が
求
め
ら
れ

る
中
、
防
衛
行
政
の
重
要
な
最
前
線
の
一
つ
を
担
う
沖
縄

防
衛
局
の
長
と
し
て
仕
事
が
で
き
る
こ
と
を
光
栄
に
思
う

と
共
に
、
他
方
で
そ
の
職
責
の
重
さ
を
感
じ
て
い
ま
す
。 

　
現
在
、
日
本
に
駐
留
す
る
米
軍
専
用
施
設
の
約
74
％
が

沖
縄
に
集
中
し
て
い
ま
す
。
従
っ
て
、
私
た
ち
は
沖
縄
の

方
々
が
負
っ
て
い
る
負
担
を
少
し
で
も
軽
減
す
る
た
め
最

大
限
の
努
力
を
し
な
け
れ
ば
い
け
な
い
と
思
い
ま
す
。 

　
ご
承
知
の
よ
う
に
沖
縄
防
衛
局
は
多
数
の
大
き
な
課
題

を
抱
え
て
い
ま
す
。
主
要
な
も
の
だ
け
で
も
、
①
普
天
間

飛
行
場
の
移
設
に
関
わ
る
諸
問
題
　
②
北
部
訓
練
場
の
ヘ

リ
パ
ッ
ド
の
移
設
問
題
　
③
キ
ャ
ン
プ
・
ハ
ン
セ
ン
に
お

け
る
陸
上
自
衛
隊
と
米
軍
の
共
同
使
用
の
問
題
　
④
米

軍
人
・
軍
属
に
よ
る
事
件
・
事
故
の
防
止
及
び
そ
の
対

応
の
問
題
　
⑤
提
供
施
設
な
ど
に
お
け
る
環
境
問
題
へ
の

対
応
　
⑥
駐
留
軍
用
地
の
使
用
権
原
の
取
得
に
関
わ
る
問

題
　
⑦
突
出
し
た
業
務
量
を
抱
え
る
建
設
工
事
へ
の
対
応 

⑧
９
，０
０
０
人
に
も
及
ぶ
駐
留
軍
等
労
働
者
の
管
理
業

務
の
問
題
等
の
課
題
が
あ
り
ま
す
。
ど
の
一
つ
の
課
題
を

取
り
上
げ
て
も
複
雑
困
難
な
問
題
で
あ
り
ま
す
が
、
こ
う

し
た
問
題
を
一
つ
一
つ
地
道
に
解
決
す
る
努
力
を
継
続
す

る
こ
と
が
直
接
、
間
接
的
に
沖
縄
の
方
々
の
負
担
軽
減
に

つ
な
が
る
も
の
と
確
信
し
て
お
り
ま
す
。
こ
の
た
め
私
は
、

こ
れ
ら
の
課
題
解
決
に
全
力
で
取
り
組
ん
で
参
り
た
い
と

思
っ
て
お
り
ま
す
。
県
民
の
皆
様
方
の
ご
支
援
ご
協
力
を

よ
ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。 

（
局
長
） 

総
務
部
総
務
課
　
翁
長
ゆ
か
り
　
作 

県
民
の
皆
様
へ 
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　沖縄県には、全国の在日米軍施設・区域（専用施設）のうち、面積にして約74％

（平.19.1.1.現在）が集中しており、県民の皆様には様々なご負担をおかけしており

ます。 

　日米両政府は、沖縄における負担を軽減するため、在日米軍施設・区域の整理・統

合・縮小に向け様々な努力を行ってきております。 

 

　このような中、平成18年５月、日米安全保障協議委員会（「２＋２」）において、

「再編実施のための日米のロードマップ」という形で、在日米軍再編の最終的な取

りまとめが、了承されました。 

　在日米軍の再編は、抑止力を維持しつつ沖縄をはじめとする地元の負担を軽減す

るため、在日米軍や自衛隊の配置などを見直すものです。 

 

　今回の再編においては、特に、普天間飛行場の移設・返還及び在沖海兵隊要員約

8,000名の沖縄からグアムへの移転、これらに続いて行われる嘉手納飛行場以南の

整理・統合による相当規模の土地の返還等の実施も盛り込まれており、これらの実

施は、長年の懸案である基地周辺の負担軽減の絶好の機会でもあり、円滑かつ早期

に実現することが重要です。 

 

　在日米軍の再編による平和と安全の利益は、国民が等しく受けますが、そのため

の負担は一部の地域が担うことになります。 

　このため、政府は、「駐留軍等の再編の円滑な実施に関する特別措置法」を制定

し、在日米軍の再編による負担を受け入れていただいた市町村に対し、「再編交付

金」を交付することとしています。 

 

　今回は再編交付金について、その概要をご案内いたします。 

るために（再編交付金について） 
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市街地の中心にあり、危険性の

除去等のため返還要望の強い普

天間飛行場の移設・返還 

基地が集中する沖縄の

負担を実質的に軽減 

本土の自衛隊基地等へ 

○KC－130の移駐：岩国 

（鹿屋やグアムにローテーション展開） 

○緊急時の基地機能の移転：築城、新田原 

在沖海兵隊員約8,000名及び

その家族約9,000名のグアム

への移転 

(第3海兵機動展開部隊司令部等） 

訓練移転により嘉手納飛行場の

負担を軽減（千歳、三沢、百里、

小松、築城、新田原へ） 

普天間飛行場 
 

嘉手納飛行場 
 

キャンプ・シュワブ 

普天間飛行場 
 

  【グアム】   【グアム】 

  【沖 縄】   【沖 縄】 

嘉手納飛行場 
 

キャンプ・シュワブ 

在日米軍の再編を実現する
 
 

H.18.5.1. 現在 

嘉手納飛行場以南の土地の返還 

 　防  衛  施  設   面　  積 

  キャンプ桑江  約  68ha 

 普天間飛行場  約481ha 

　 牧港補給地区  約274ha 

  那覇港湾施設  約  56ha 

  陸軍貯油施設  約  16ha 

  (第 1桑江タンクファーム地区 ) 

　 部分返還 キャンプ瑞慶覧 約643haの一部 
 

 

 全面返還 

（約895ha） 
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【交付例】 

 

再編交付金とはどのようなものですか？ 

 

Ｑ 

Ａ 　再編交付金は、在日米軍の再編によって生じる負担そのものの防止・軽

減・緩和を目的とするものではなく、再編による負担を受け入れていた

だいた市町村の我が国の平和と安全への貢献に国として応え、再編の

円滑かつ確実な実施に資することを目的として、交付するものです。 

再編交付金の交付対象となる市町村は？ 

 

Ｑ 

Ａ   再編交付金の交付対象となる市町村は、再編により負担が増加する

防衛施設が所在等する市町村のうちから、再編の円滑かつ確実な実施

に資すると認められる場合（注）に、防衛大臣が指定します。 

 （注）例えば、市町村長が再編に一定の理解を表明し、市町村において当該姿勢を

保持している場合が考えれるが、それに限定されるものではなく、再編の円滑かつ

確実な実施に資するか否かという観点から判断。 

交付額はどのように交付するのですか？ 

 

Ｑ 

Ａ 　再編交付金は、再編に伴う負担の増加と減少について防衛施設の面

積の変化、施設整備の内容、航空機等の数の変化、人員数の変化等の

項目ごとに点数付けし、加点と減点の合計で市町村ごとの負担の点数

を計算します。 

　交付に当たっては、この負担の点数を再編事業の進捗の段階に応じ

た進捗率（指定のみ：10％、環境影響評価への着手：25％、工事への

着工：66.7％、再編の実施：100％（上限額））に応じ年度ごとの予

算の範囲内で交付額を定めて交付します。 

　また、再編の実施から経過した期間に応じて交付額を段階的に減額

させ、交付終了時点は上限額に対して50％となるようにします。 

平成19年度 
交付金の交付期間 

10年目 
15年目 

5年間 

上限額(100％)

指定のみ→上限額の10％ 

環境影響評価→上限額の25％ 

工事着工→上限額の66.7％ 米
軍
再
編 

の
実
施 上限額の50％ 
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【事業の具体例】 

 

①　住民に対する広報に関する事業（米軍再編広報パンフレット、説明会

の実施） 

②　国民保護、防災及び住民生活の安全の向上に関する事業(緊急通報シ

ステム､防犯カメラの設置) 

③　情報通信の高度化に関する事業（住民と行政とのオンライン化推進） 

④　教育、スポーツ、文化の振興に関する事業（公民館・図書館の整備、

技能教育セミナーの実施） 

⑤　福祉の増進及び医療の確保に関する事業（託児所、巡回介護車の整備） 

⑥　環境衛生の向上、環境の保全に関する事業（ゴミ減量化対策、サンゴ

の保護・育成） 

⑦　交通の発達・改善に関する事業（道路整備、コミュニティバスの運行） 

⑧　公園・緑地、良好な景観の形成に関する事業（公園・街路樹の整備、

空港周辺の緑地帯の整備） 

⑨　企業の育成及び発展等を図る事業（地場特産品開発支援などの事業） 

⑩　その他生活環境の整備に関する事業で防衛大臣が定めて告示するもの 

 

　※再編交付金は、政令第３条に規定する事業には交付できません。 

（１）国が行う事業又は国が経費の一部を負担し若しくは補助する事業 

（２）法令の規定に基づいて毎年度経常的に行っている事業で、再編の円

滑かつ確実な実施に資するため必要なものとして特別に行う事業と

は認められないもの 

（３）再編関連特定周辺市町村の区域内において、駐留軍等の再編により

影響を受ける住民の生活の安定に資するよう適切に配慮された地域

において行う事業とは認められないもの 

どのような事業が実施できるのですか？ Ｑ 

Ａ 　対象事業については、公共用の施設の整備だけではなく住民生活の

利便性の向上・産業の振興に寄与する事業（いわゆるソフト事業）も

対象としています。 
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総額 
1,592億円 

●開 設 場 所：・沖縄防衛局労務管理官室　那覇市前島 3 - 2 5 - 1　TEL(098)868-0174（内654） 

　　　　　　　・嘉 手 納 防 衛 事 務 所　嘉手納町字嘉手納479-4　TEL(098)982-8741 

　　　　　　　・独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構 

　　　　　　　　　那覇支部　浦添市城間1985-1　TEL(098)879-1027 

　　　　　　　　　コザ支部　沖縄市久保田3-5-1　TEL(098)932-1093 

●対　象　者：駐留軍等労働者及び在日米軍基地に勤務され退職された者等 

●相談の内容：・アスベスト（石綿）に関すること 

　　　　　　　・ご自身の健康不良や健康不安に関すること 

　　　　　　　・労災補償制度及び※健康管理手帳制度の説明 

　　　　　　　・相談機関の紹介など 

　　　　　　　　※10月１日より健康管理手帳交付対象者が拡大されました 

●相 談 時 間：9：30～17：00（土日、祝祭日を除く） 

　平成20年度の沖縄関係予算概算要求額（歳

出ベース）は1,592億円、対前年度27億円減

で前年度比1.7％の減となっています。 

注：１　このほか米軍再編関係経費等があります。 

　　２　計数は四捨五入によっているので符合しません。 

受付期間  

　●インターネット……平成19年5月7日（月）～平成20年3月31日（月） 24時間受付　 

                                 ただし、 3月31日（月）は午後4時30分終了 

　●窓　　　　　口……平成19年　10月1日（月）～10月 5 日（金） 

      　                　　　　　　　　11月1日（木）～11月 7 日（水） 

        　              　　　　　　　　12月3日（月）～12月 7 日（金） 

　　　　　　　　◎受付時間  月曜日～金曜日（土日、祝祭日を除く）午前9時～午後4時30分 

　　応募資格　沖縄県内在住の満18歳以上の方 

　　応募方法　インターネット又は窓口のいずれか1回の応募で有効になります。 

　　　　　　　1　労務管理機構のホームページを利用して応募登録 

                　　　 ホームページアドレス　http://www.lmo.go.jp 

　　　　　　　2　「申込書」（指定用紙）に必要事項をご記入のうえ、下記受付場所のいずれか1か所に応募してください。 

　　独立行政法人　駐留軍等労働者労務管理機構 

　●那覇支部　管 理 課　浦添市字城間1985-1　オリオン会館2階　TEL.(098)-879-1024 

　●那覇支部　沖縄分室　沖縄市中央2-28-1 コリンザ3階 

　●コザ支部　管 理 課　沖縄市久保田3-5-10（プラザハウス裏）   TEL.(098)-932-1091 

 

駐留軍等労働者の
給与など 
471億円　29.6％ 

米軍の家族住宅の
建設工事費など 
37億円　2.3％ 

漁業者への補償金
や返還補償費など
21億円　1.3％ 

軍用地料など 
905億円　56.8％ 

公園や道路などの整備及び学校や住宅などの
防音工事の補助金など　159億円　10.0％ 

アスベスト（石綿）による健康被害に係る 
駐留軍等労働者の健康相談窓口について 

 アスベスト（石綿）による健康被害に係る駐留軍等労働者の健康相談窓口を開設しています。 
 

駐 留軍等労働者追加募集  平成19年
度 

平成20年  1 月 7 日（月）～ 1 月11日（金） 

　　　　　2 月 1 日（金）～ 2 月 7 日（木） 

　　　　　3 月 3 日（月）～ 3 月 7 日（金） 

 


